様式第1号(第3条関係)
	[bookmark: _GoBack]都留市地方活力向上地域における固定資産税の特例措置申請書

	
年　　　月　　　日

　都留市長　　　　　　様

	
	住所(所在地)
	
	

	
	氏名(名称)
	　
	

	
	個人番号又は法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	業種
	
	

	
　都留市地方活力向上地域における固定資産税の特例措置に関する条例施行規則第3条第1項の規定により、次のとおり申請します。

	新設又は増設した償却資産等
	所在地
	

	
	事務所又は事業所の名称
	

	
	新増設の区分
	新設　・　増設

	
	事業の種類
	

	
	担当者職氏名
		℡　

	取得価額等
	資産種類
	(ｲ)取得価額(千円)
	
	

	
	土地
	
	敷地の取得日
	　年　月　日

	
	建物及び建物付属設備
	
	施設の着工日
	年　月　日

	
	構築物
	
	施設の完成日
	年　月　日

	
	機械及び装置
	
	同上の一部操業年月日
	年　月　日

	
	船舶・航空機
	
	同上の全部操業年月日
	年　月　日

	
	車両及び運搬具
	
	
	

	
	工具、器具及び備品
	
	
	

	
	合計
	


注：(ｲ)欄の数字は、明細表の合計と符合するものであること。
	注　この申請書には、次の書類を添付すること。

1  対象となる資産の明細書

2　地域再生法第17条の2第3項の認定を受けた事業者であることを証する書類の写し

3　特別償却設備等に係る平面図及び配置図

4　特別償却設備等に係る年次別建設計画及び事業実績の概要を明らかにする書類

5　租税特別措置法第10条の4の2第5項に規定する償却費の額の計算に関する明細書、同法第42条の11の3第4項に規定する償却限度額の計算に関する明細書の写し

6　減価償却資産明細書又は固定資産台帳の写し等の減価償却資産の内訳(資産名称、取得年月、取得価額及び耐用年数)が確認できる書類

7　事業所で行う業務の概要を示す書類

8　家屋、構築物及び土地の取得に係る契約書の写し

9　家屋及び土地の登記事項証明書

10　その他市長が必要と認める書類




明細表
土地
	土地の所在地
	取得方法
	取得年月日(登記年月日)
	取得面積
(㎡)
(A)
	取得価額
(円)
	(A)のうち特定業務施設の敷地となった面積(㎡) (B)
	(B)の土地の上の建物の建築　　着工年月日
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


建物及び建物付属設備　(特定業務施設の用に直接供されるもの)
	建物の名称
	用途
	構造
	取得方法
	建床面積
(㎡)
	延床面積
(㎡)
	取得価額
(円)
	取得年月日
	減価償却開始年月日
	特別償却の有無
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


償却資産　構築物　(特定業務施設の用に直接供されるもの)
	No
	種類記号
	償却資産の名称
	取得年月
	取得価額
(円)
	耐用年数
	減価償却開始年月日
	特別償却の有無
	備考

	1
	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	1
	
	
	
	
	
	
	

	3
	1
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


償却資産　機械及び装置　(特定業務施設の用に直接供されるもの)
	No
	種類記号
	償却資産の名称
	取得年月
	取得価額
(円)
	耐用年数
	減価償却開始年月日
	特別償却の有無
	備考

	1
	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	



